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市場シェアの推移市場シェアの推移

NTTNTTドコモドコモ

KDDIKDDI※※

SBMSBM

3社体制となった2000年以降、シェアに変動はない。33社体制となった社体制となった20002000年以降、シェアに変動はない。年以降、シェアに変動はない。

NTTNTTドコモドコモSBMSBM

KDDIKDDI

出典：出典：TCATCA携帯電話契約数より抜粋携帯電話契約数より抜粋

合計：合計：5,6465,646万加入万加入

（単位：万加入）（単位：万加入）
（単位：万加入）（単位：万加入）

※※ツーカーツーカー33社含む社含む

920
（16％）

1,401
（25％）

3,325
（59％）

携帯電話加入者数携帯電話加入者数
（（20002000年年1010月末現在）月末現在）

携帯電話加入者数携帯電話加入者数
（（20072007年年22月末現在）月末現在）

1,578
（16％）

2,766
（29％）

5,232
（55％）

合計：合計：9,5769,576万加入万加入
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ユーザ料金の推移ユーザ料金の推移
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平成11年から、基本料・通話料ともほとんど下がっていない。平成平成1111年から、基本料・通話料ともほとんど下がっていない。年から、基本料・通話料ともほとんど下がっていない。

100

120円／3分120120円／円／33分分

出典：出典：NTTNTTドコモの料金より抜粋ドコモの料金より抜粋

IDO(現au)

サービス開始

IDO(IDO(現現au)au)

サービス開始サービス開始
端末売切制

導入

端末売切制端末売切制

導入導入

東京デジタルホ
ン（現SBM)サー
ビス開始

東京デジタルホ東京デジタルホ
ン（現ン（現SBM)SBM)サーサー
ビス開始ビス開始

基本料基本料
（円）（円）

通話料通話料
（円・（円・33分）分）

平成11年から8年間、
基本料、通話料とも料
金はほとんど下がって
いない

平成平成1111年から年から88年間、年間、
基本料、通話料とも料基本料、通話料とも料
金はほとんど下がって金はほとんど下がって
いないいない
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電波干渉問題電波干渉問題

他事業者の基地局に対する電波干渉対策がサービス展開上、
大きな課題になっているため、恣意的な事業者間の協議に
ならないようルール化が必要。

他事業者の基地局に対する電波干渉対策がサービス展開上、他事業者の基地局に対する電波干渉対策がサービス展開上、
大きな課題になっているため、恣意的な事業者間の協議に大きな課題になっているため、恣意的な事業者間の協議に
ならないようルール化が必要。ならないようルール化が必要。

「「1.7GHz 1.7GHz 帯における帯におけるIMTIMT--20002000（（FDDFDD方式）の技術的条件より」方式）の技術的条件より」

２２ 共用条件共用条件
他の無線局に干渉の影響を与えないように、必要な対策を講ずること他の無線局に干渉の影響を与えないように、必要な対策を講ずること。。

併設局併設局 周辺局周辺局

後発事業者（新規参入事業者）が先発事業者後発事業者（新規参入事業者）が先発事業者
のフィルター設置費用を全額負担。のフィルター設置費用を全額負担。

干渉計算及びフィルター設置工事に時間がか干渉計算及びフィルター設置工事に時間がか
かり、迅速なエリア拡張の障壁となっている。かり、迅速なエリア拡張の障壁となっている。

設備イメージ設備イメージ
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モバイルビジネスを取り巻く環境モバイルビジネスを取り巻く環境

モバイル市場での市場支配力規制についてモバイル市場での市場支配力規制について

ＭＶＮＯの促進ＭＶＮＯの促進



9

固定とモバイルの市場支配力規制の比較固定とモバイルの市場支配力規制の比較

ＮＴＴドコモは、今や加入者数でＮＴＴ東西を上回っている。ＮＴＴドコモは、今や加入者数でＮＴＴ東西を上回っている。ＮＴＴドコモは、今や加入者数でＮＴＴ東西を上回っている。

4,984

5,477

5,879
6,0076,0846,189

5,300

5,114
4,883

4,633
4,415

4,101

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度（予想）

（万加入）（万加入）

ＮＴＴドコモＮＴＴドコモ

ＮＴＴ東西（固定）ＮＴＴ東西（固定）

出典：各社決算資料より出典：各社決算資料より

ＮＴＴドコモは加入者数で

ＮＴＴ東西を上回っている

ＮＴＴドコモは加入者数でＮＴＴドコモは加入者数で

ＮＴＴ東西を上回っているＮＴＴ東西を上回っている

ＮＴＴ東西（加入電話＋ＩＳＤＮ）とＮＴＴドコモの加入者数ＮＴＴ東西（加入電話＋ＩＳＤＮ）とＮＴＴドコモの加入者数
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市場支配力規制の現状市場支配力規制の現状

固定市場と比較して、モバイルの市場支配力規制は緩い。固定市場と比較して、モバイルの市場支配力規制は緩い。固定市場と比較して、モバイルの市場支配力規制は緩い。

移動通信市場移動通信市場固定通信市場固定通信市場

コロケーションコロケーション

ラインシェアリングラインシェアリング

ドライカッパドライカッパ

加入ダークファイバ加入ダークファイバ

バックボーン（中継ダークファイバ）バックボーン（中継ダークファイバ）

自前工事自前工事

プライスキャップ規制プライスキャップ規制

契約約款届出（基礎的電気通信役務）契約約款届出（基礎的電気通信役務）

保証契約約款届出（指定電気通信役務）保証契約約款届出（指定電気通信役務）

接続約款認可、接続会計、接続約款認可、接続会計、LRICLRIC

インターネット接続機能の開放インターネット接続機能の開放

低廉なＭＶＮＯ料金（卸売約款の設定）低廉なＭＶＮＯ料金（卸売約款の設定）

鉄塔の共用（約款化）鉄塔の共用（約款化）

バックボーン（約款化）バックボーン（約款化）

コロケーション（約款化）コロケーション（約款化）

・接続約款届出・接続約款届出

・禁止行為・禁止行為

活用業務認可活用業務認可

物
理
層

物
理
層

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
層

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
層

上
位
層

上
位
層 現状の規制現状の規制

追加を検討すべき規制追加を検討すべき規制
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ＭＶＮＯの促進ＭＶＮＯの促進

ＭＶＮＯを促進させる３つの条件ＭＶＮＯを促進させる３つの条件ＭＶＮＯを促進させる３つの条件
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卸売料金の低廉化・約款化卸売料金の低廉化・約款化

コンテンツ等のオープン化コンテンツ等のオープン化

端末のオープン化端末のオープン化
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ＭＶＮＯの卸売料金の低廉化・約款化ＭＶＮＯの卸売料金の低廉化・約款化 ①①

支配的事業者は、低廉なＭＶＮＯ向け卸売料金を設定すべき。支配的事業者は、低廉なＭＶＮＯ向け卸売料金を設定すべき。支配的事業者は、低廉なＭＶＮＯ向け卸売料金を設定すべき。

支配的事業者支配的事業者

（（MNOMNO））
MVNOMVNO

ユーザユーザユーザ

基本料金基本料金

通話料金通話料金

データ通信料金データ通信料金

すでに実績がある場合は

その実績を約款化すべき

すでに実績がある場合はすでに実績がある場合は

その実績を約款化すべきその実績を約款化すべき ユーザユーザユーザ

卸売料金卸売料金
の約款化の約款化
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ＭＶＮＯの卸売料金の低廉化・約款化ＭＶＮＯの卸売料金の低廉化・約款化 ②②

ＮＴＴドコモＮＴＴドコモ

￥４５／￥４５／33分分

WILLCOMWILLCOM

￥￥33０／０／33分分

MVNOMVNO価格価格

（（NTTNTTドコモ）ドコモ）

￥￥1515／／33分分 ￥￥8.58.5／／33分分

固定電話固定電話

ターゲットターゲット

通話料金部分の水準通話料金部分の水準

卸売料金の設定の考え方卸売料金の設定の考え方

基本料金基本料金

通話料金通話料金

データ通信料金データ通信料金

最低限の月額維持費用（回線数に因らない固定額）最低限の月額維持費用（回線数に因らない固定額）

秒課金の導入秒課金の導入

定額制の導入定額制の導入
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コンテンツ等のオープン化コンテンツ等のオープン化 ①①

MNPから引き続いて、コンテンツ等のオープン化が必要MNPMNPから引き続いて、コンテンツ等のオープン化が必要から引き続いて、コンテンツ等のオープン化が必要

Mobile Number Portability (MNP) Mobile Number Portability (MNP) 

20062006年年1010月：番号ポータビリティの月：番号ポータビリティの
導入導入

Mobile Content Portability (MCP) Mobile Content Portability (MCP) 

モバイル・コンテンツ・ポータビリテモバイル・コンテンツ・ポータビリテ
ィの導入ィの導入

Mobile Mail Portability (MMP) Mobile Mail Portability (MMP) 

モバイル・メールアドレス・ポータビモバイル・メールアドレス・ポータビ
リティの導入リティの導入
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コンテンツ等のオープン化コンテンツ等のオープン化 ②②

他社他社自社自社

NTTNTTドコモドコモ

トップページトップページ

・メール・メール

【【NTTNTTドコモの例ドコモの例】】

支配的事業者のコンテンツ等は、分離・分割すべき。支配的事業者のコンテンツ等は、分離・分割すべき。支配的事業者のコンテンツ等は、分離・分割すべき。

コンテンツコンテンツ

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

インフラインフラ

端末端末
NTTNTTドコモドコモ

auau

SBMSBM

他キャリアのユーザもｉモードのコンテンツ他キャリアのユーザもｉモードのコンテンツ
、メールアドレスを使えるようにすべき、メールアドレスを使えるようにすべき

iiモードモード iiモードモード
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端末のオープン化端末のオープン化

モバイル端末にも国際的な仕様の採用が必要モバイル端末にも国際的な仕様の採用が必要モバイル端末にも国際的な仕様の採用が必要

事業者開発の事業者開発のOSOS

推進推進推進

開発費用：

￥10,000～￥30,000

開発費用：開発費用：

￥￥10,00010,000～￥～￥30,00030,000

国際的な仕様の国際的な仕様のOSOSの採用の採用

無線インターフェイス無線インターフェイス

ネットワークインターフェイスネットワークインターフェイス
国際標準化国際標準化

NWNWレイヤレイヤ

端末レイヤ端末レイヤ

Symbian、EMP、

PALM、Windows Mobile：

＄6～

SymbianSymbian、、EMPEMP、、

PALMPALM、、Windows MobileWindows Mobile：：

＄＄66～～
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販売奨励金によるデメリット販売奨励金によるデメリット

販売奨励金には、課題が多い。販売奨励金には、課題が多い。販売奨励金には、課題が多い。

ExclusiveExclusive商品商品

MVNOMVNOへの影響への影響

端末の開発がネック端末の開発がネック

ユーザへの影響ユーザへの影響

選択肢が少ない選択肢が少ない

高い月額料金高い月額料金

キャリア／キャリア／

OperatorOperator
メーカ／メーカ／VendorVendor

利用者／Customer利用者／利用者／CustomerCustomer

技術開発費技術開発費

R&DR&D、、RFPRFP

ExclusiveExclusive商品に商品に開発費を開発費を

いくらかけてもいくらかけても

国際競争力が上がらない。国際競争力が上がらない。
量販店量販店量販店

高い月額料金高い月額料金
販売奨励金販売奨励金
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端末及び通信費用のデュアルタリフ化端末及び通信費用のデュアルタリフ化

端末費用及び通信費用が安いタリフを義務付けるべき。端末費用及び通信費用が安いタリフを義務付けるべき。端末費用及び通信費用が安いタリフを義務付けるべき。

安い端末費用安い端末費用

（高い端末費用－販売奨励金）（高い端末費用－販売奨励金）

高い通信費用高い通信費用

高い端末費用高い端末費用

高い通信費用高い通信費用

安い端末費用安い端末費用

安い通信費用安い通信費用

消費者の消費者の
選択の自由選択の自由

【【例例】】
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総括総括

モバイル市場に対する更なる競争促進施策が必要モバイル市場に対する更なる競争促進施策が必要

電波干渉対策のルール化電波干渉対策のルール化

市場支配力規制の強化市場支配力規制の強化

ＭＶＮＯの推進ＭＶＮＯの推進

ＭＶＮＯ料金のタリフ化ＭＶＮＯ料金のタリフ化

コンテンツ等のオープン化コンテンツ等のオープン化

端末のオープン化端末のオープン化
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【【参考参考11】】海外のＭＶＮＯの状況海外のＭＶＮＯの状況

海外では、ＭＶＮＯが多数参入している。海外では、ＭＶＮＯが多数参入している。海外では、ＭＶＮＯが多数参入している。

0

20

40

60

80

Denmark Norway Netherland Finland UK US

出典：出典：AnalysysAnalysys ““MVNO Business Models and Market OpportunitiesMVNO Business Models and Market Opportunities””

65

10

38

1616

25

Number of Number of MVNOs/SPsMVNOs/SPs
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【【参考２参考２】】端末メーカの国際競争力端末メーカの国際競争力

Nokia, 25%

Ericsson, 22%

Qualcomm,
19%

Motorola, 7%

Siemens, 5%

Alcatel, 5%

Philips, 3%

NTT, 3%
Hitachi, 3% Others, 8%

日本の端末メーカは、マーケットシェアも、ＩＰＲのシェアも低い。日本の端末メーカは、マーケットシェアも、ＩＰＲのシェアも低い。日本の端末メーカは、マーケットシェアも、ＩＰＲのシェアも低い。

WCDMA essential IPR ,2005WCDMA essential IPR ,2005端末電話端末（全体）のシェア端末電話端末（全体）のシェア ,2005,2005年年

出典：出典：CREDIT SUISSE CREDIT SUISSE ””3G economics3G economics””出典：総務省資料より抜粋出典：総務省資料より抜粋
日本：約日本：約66％％

Nokia, 33.5%

Motorola,
18.8%

サムソン,
12.9%

LG, 7%

SEMC, 6.4%

その他, 21.4%

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ1.5％､NEC1.4％､ｼｬｰﾌﾟ1.4％､三洋電機1.4%、

京ｾﾗ1.4％､東芝0.6％､三菱電機0.6％､富士通0.4％､日立/カシオ0.3％

日本：約日本：約99％％
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